部局長とＰＴの議論資料
【公の施設】

	項目名
	文化情報センター、現代美術センター

	部局の考え方
	
◆文化情報センター　　公の施設としては廃止・機能統合

◆現代美術センター　　移転・機能統合
○現代美術センターを江之子島（旧産技総研旧館）に移転し、文化情報センターの機能（文化・音楽情報の発信・生涯学習ネットワーク）をも併せ持った施設として展開する。
○運営に当たっては、公設民営（普通財産貸付等）または指定管理者制度導入など、民間との協働による府民サービスの向上を前提に、施設の統合によるスケールメリットなども含め、コストを縮減

○文化情報センター条例廃止後においても、大阪の文化情報の収集･発信や文化再発見講座の開催、近隣府県の大学との連携事業については、引き続き府が有すべき機能であり、現代美術センターと統合し江之子島での展開を図るまでは、現施設を活用して継続する必要がある。

○また、江之子島の供用開始時期が23年度のため、22年度までは現施設において展開する必要がある。

	参考データ等
	■文化情報センターの機能

①大阪文化の再発見と情報発信

・文化情報センターでは、船に乗って初めて大阪の橋の美しさに気付くように、これまで見過ごされがちであった「大阪の景色」や「文化遺産」、「無形の文化財（ことば・技など）」などにスポットを当てた「大阪文化の再発見」をテーマとして講座を展開し、「大阪」にこだわったテーマでの情報発信に努めてきたところ。
※主催講座の開催（自主講座41講座3,437人）

②府民の文化活動・生涯学習活動のネットワークの中核
・団体等との共催講座（12講座901人）

※ＴＴＲ能プロジェクト、船場大阪を語る会、淀川三十石舟唄大塚保存会　等

・大学や市町村とのネットワーク事業（大学とのネットワーク94講座9,679人、市町村とのネットワーク28講座1,799人、）

※近畿の２７大学、６研究機関
・生涯学習情報提供システムの運営（参加107団体、情報数1,500、アクセス件数230,000件）

■現代美術センターの機能

①府民の芸術創造の支援

・展示室の貸館（展示室稼働率100%）

・公募展や企画展の開催（展示室入場者数約55,000人）

・海外との芸術家交流事業による若手芸術家の育成（4カ国15回）

・ボランティアの活用（73名）

②芸術鑑賞の機会の提供

・所蔵作品の活用（所蔵数約7,600点（うち活用数約1,600点））

・芸術情報の提供・発信（情報コーナー・メールマガジン・情報誌発行）
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［改革ＰＴ試案］


◆文化情報センター


○公の施設としては役割を終えているので廃止（平成20年度中）


◆現代美術センター


○廃止（新展開により別途検討）


・機能は江之子島に移転するとともに、各地の倉庫の収蔵品を集約化し、経費を節減
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